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事業内容
2015年3月に発行された「在宅医療に関するエビデンス・系統的レ
ビュー」集（東京大学 秋下雅弘教授とりまとめ）

及び
現在、日本老年医学会、日本在宅医学会合同で作成を進めてい
る「在宅医療診療ガイドライン」（名古屋大学 葛谷雅文教授とりま
とめ）

において抽出されたエビデンス(Clinical Question; CQ)を、マトリクス
状に分類することで、在宅医療の各領域におけるエビデンスの有無
を見える化し、ウェブサイトで公開する。

→今後、国内でのエビデンス構築に資する
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「在宅医療に関するエビデンス・系統的レビュー」集(2015年3月）

CQを立てずに、12 項目の疾患・病態を対象とし，介入方法と
アウトカムについて疾患・病態に共通のキーワードを設定して
検索式を作成→論文の抽出後、CQを構築し、箇条書きのサマ
リー、解説文を作成
疾患・病態の12 項目：
①認知症，②うつ病，③脳血管障害，④神経疾患（認知
症を除く），⑤運動器疾患（骨粗鬆症，変形性関節症など），⑥臓器不全（心不全，
呼吸不全，腎不全，肝硬変），⑦悪性腫瘍，⑧褥瘡，⑨フレイル・低栄養，⑩嚥下
障害，⑪排尿障害・排便障害，⑫急性疾患（肺炎，尿路感染症，脱水，外傷，発熱，
熱中症
介入方法：
「訪問診療，訪問歯科診療，訪問看護，訪問薬剤指導，訪問栄養指導，
訪問リハビリテーション，ケアマネージャーによる在宅療養支援」
アウトカム：
「救急外来受診，入院，在宅死・看取り，在宅療養期間，合併症発症，
薬剤数，患者QOL・ADL，介護者QOL，医療コスト」
共通キーワード：高齢者
検索：Medline，Cochrane ライブラリ，医中誌Web （2000 年～2013年）
エビデンスレベル：Minds2007に準拠
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Minds2007エビデンスレベルの分類

エビデンスレベル 分類

I システマティック・レビュー/メタアナリシス

II 1つ以上のランダム化比較試験による

III 非ランダム化比較試験による

IVa 分析疫学研究（コホート研究）

IVb 分析疫学研究（症例対照研究、横断研究）

V 記述研究（症例報告やケース・シリーズ）

VI 患者のデータに基づかない、専門委員会や専門家個人の意見
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項目別採択論文数→結果的に７９のCQが作成された
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79CQをマトリクス状に分類しウェブサイト上で閲覧可能に

疾患
トピック
(CQのテー
マとなっ
たもの）
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CQ内容を確認

７



CQ欄のクリックにより、エビデンス内容を確認
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サマリーの閲覧 引用文献についてはPDF入手可能なものにリンクを作る予
定
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系統的レビューの中での訪問系医療サービスのエビデンス(II以上）

認知症：在宅医療の方が一般入院に比べ，認知症の行動障害は少なく，抗精神病薬の使用も少ない（レベルⅡ）．
うつ病：在宅訪問による精神科医・臨床心理士・ソーシャルワーカーによる包括的チーム医療介入によって，うつ
高齢者のうつ，生活機能，QOL の改善を認める（レベルⅡ）．
脳血管障害：外来リハビリと訪問リハビリでは、身体機能、感情面、社会的活動に対する効果、および費用に差は
ない。しかし、介護者のストレスは訪問リハビリ患者の介護者の方が低く、また、再入院のリスクは訪問リハビリ患
者の方が低い（レベルⅡ）．
神経疾患：エビデンス（－）
運動器疾患：亜急性期から慢性期における在宅での訪問リハビリは，入院リハビリと比較して，生活機能・認知機
能・QOL・患者満足度において，同等もしくは優れている（レベルⅠ）．
臓器不全：在宅の高齢慢性心不全患者における訪問診療は，再入院の抑制やQOLの改善に有効である（レベル
Ⅱ）．在宅の高齢慢性心不全患者に対する訪問看護による介入は，QOL やうつ症状の改善に有効である（レベ
ルⅡ）．
悪性腫瘍：固形癌術後の在宅高齢者に対する訪問診療による介入は，生存率の改善に寄与する（レベルⅡ）．非
高齢者がん患者では在宅死よりも病院死でQOL が増悪し，介護者のメンタルヘルスが増悪することが示されて
いる（レベルⅡ）．

葛谷雅文、H28年度第1回全国在宅医療会議WG提示内容を参考に、訪問系医療サービスのみの内容に変更
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系統的レビューの中での訪問系医療サービスのエビデンス(II以上）

フレイル・低栄養：在宅リハビリテーションは，フレイルな高齢者の身体機能を改善させる（レベルⅡ）．訪問看護は，
ADL低下予防効果はない（レベルⅡ）．多職種によるチーム医療は，フレイルな高齢者の身体機能や精神状態の
改善，入院の減少，医療費抑制をもたらす（レベルⅡ）．
嚥下障害：エビデンス（－）
排泄障害：時間排尿，排尿誘導は尿失禁を改善させる（在宅医療でのsetting）（レベルⅡ）．排尿に必要な日常生
活動作の訓練によって，尿失禁を改善させる可能性がある（レベルⅡ）．
肺炎：エビデンス（－）
尿路感染症：エビデンス（－）．
脱水：訪問看護管理下の在宅高齢者での経口補水療法は，脱水の他覚所見（腋窩と口腔の乾燥）が改善する（レ
ベルⅡ）．
外傷：エビデンス（－）
発熱・熱中症：エビデンス（－）
急性疾患：エビデンス（－）

葛谷雅文、H28年度第1回全国在宅医療会議WG提示内容を参考に、訪問系医療サービスのみの内容に変更
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抽出されたCQの内容から見たlimitation

CQの多くが在宅「療養」高齢者に対するもので、在宅医療あるいは訪問系
医療サービスに関連したCQが少ない
このため、訪問系医療サービス欄を敢えて項目立てする必要が生じた

検索式で抽出された論文から、後付けで、CQを再構築したための
limitationか？

当初より訪問系医療サービスのCQに当てはまる論文のみの抽出を行う
必要

ここ数年で論文数が増えていることもあり、新たなレビューが開始された
（「在宅医療診療ガイドライン」）12



在宅医療診療ガイドライン

目的：
今回のガイドラインは、在宅の現場での医療ならびに様々なサービスに関して、どこ

までその有効性が明らかにされているのか、または明らかにされていないのかを浮き
彫りすることにより、今後の在宅医療の指針となり、さらには今後求められ在宅医療
の臨床研究課題を浮き彫りにすることを目指す。

トピックス：
当該ガイドラインは個々の疾病の治療方法にターゲットとしたものではなく、在宅医

療の中で行われる治療ならびに様々な地域で展開されるサービスの効果について明
らかにする。また、本来在宅医療は小児から高齢者まで幅広い対象者がターゲットに
なる。しかし、対象者を広げることにより膨大なCQが想定されることも有り、今回の調
査ターゲットは６５歳以上の高齢者に限った。
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日本老年医学会

日本在宅医学会
国立長寿医療研究センター

(2) ガイドライン統括
委員会

代表 氏名 所属機関 所属学会

〇 葛谷雅文 名古屋大学老年内科 日本老年医学会・日本在宅医学会
秋下雅弘 東京大学老年病科 日本老年医学会・日本在宅医学会
荒井秀典 国立長寿医療研究センター 日本老年医学会
鳥羽研二 国立長寿医療研究センター 日本老年医学会
石垣泰則 城西神経内科クリニック 日本在宅医学会。日本老年医学会

(3) ガイドライン作成
事務局

氏名 所属機関 所属学会

鈴木祐介 名古屋大学附属病院地域連携患者相談センター 日本老年医学会・日本在宅医学会
〇 森田 智美 名古屋大学老年内科教授秘書

(4) ガイドライン作成
グループ

代表 氏名 所属機関 所属学会

冲永壯治 東北大学老年科学 日本老年医学会・日本在宅医学会
和田泰三 京都大学　東南アジア研究所 日本老年医学会
宮野伊知郎 宮崎大学公衆衛生学 日本老年医学会
三浦久幸 国立長寿医療研究センター 日本老年医学会
鈴木祐介 名古屋大学附属病院地域連携患者相談センター 日本老年医学会・日本在宅医学会

〇 山中崇 東京大学在宅医療学拠点 日本在宅医学会・日本老年医学会
飯島勝矢 東京大学高齢社会総合研究機構 日本在宅医学会・日本老年医学会
茅根義和 東芝病院緩和医療 日本在宅医学会

大友宣 医療法人財団老蘇会　静明館診療所 日本在宅医学会
（５）システマチック・レ

ビューチーム
代表 氏名 所属機関 所属学会

（沖中グループ） 冨田尚希 東北大学病院老年科
（和田グループ） 中塚晶博 京都大学　東南アジア研究所　連携准教授
（宮野グループ） 葛目大輔 近森病院　神経内科　部長
（三浦グループ） 千田一嘉 国立長寿医療研究センター在宅連携医療部
（鈴木グループ） 中嶋宏貴 名古屋大学附属病院地域連携患者相談センター
（山中グループ） 生沼幸子 東京女子医科大学東医療センター在宅医療部講師
（飯島グループ） 松本佳子 東京大学医学部在宅医療学拠点
（茅根グループ） 濱田なみ子 日本大学大学院医学研究科社会医学系医療管理学博士課程
（新城グループ） 弘田義人 東京大学医学部在宅医療学拠点特任助教
（大友グループ） 濱井彩乃 安房地域医療センター　総合診療科／亀田ファミリークリニック館山　家庭医診療科

(5) 外部委員 藤田敦子 NOP法人千葉・在宅ケア市民ネットワークピュア

（１）ガイドライン作成
主体

老年医学会

在宅医学会

在宅医療診療ガイドライン作成組織
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重要課題：在宅医療の現場での対象者の抱える病期ならびに重要な病態に対する課題を挙げた。

重要臨床課題１：慢性期医療に対する在宅医療の効果

重要臨床課題２：急性期医療に対する在宅医療の効果

重要臨床課題３：機能障害に対する在宅医療の効果

重要臨床課題４：臓器不全、悪性腫瘍に対する在宅医療の効果

重要臨床課題５：エンドオブライフケアに対する在宅医療の効果

重要臨床課題６：その他重要な病態に対する在宅医療の効果

ガイドラインがカバーする範囲：

本ガイドラインでは対象は高齢者であり、かつ地域で元気に生活している高齢者ではなく自宅で療

養している高齢者を対象者とする。CQ2以外は対象者の医療の場は病院、施設（居宅系介護施設

も除く）は除く。在宅医療の定義は自宅での医療ならびに介護サービスなどの介入がなされるもの

とする（一部ワクチン接種や投薬などは医療機関でなされるものも含む）。

重要課題
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クリニカルクエスチョン（ＣＱ）リスト
CQ1: 認知症患者に、在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビリ、通所介護、多職種
介入は有効か？
CQ2: 認知症患者やその介護者にグループホーム、介護施設入所は有効か？
CQ3: うつ病患者に、在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビリ、通所介護、多職種介
入は有効か？
CQ4: 脳卒中患者に、在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビリ、通所介護、多職種
介入は有効か？
CQ5: 神経変性疾患患者（認知症を除く）に、在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビ
リ、通所介護、多職種介入は有効か？
CQ6: 神経変性疾患患者に在宅呼吸器管理は有効か？
CQ7: 運動器疾患患者に、在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビリ、通所介護、多
職種介入は有効か？
CQ8: 肺炎患者に、訪問診療による治療は入院治療に比較して有効か？
CQ9: 肺炎患者に、訪問診療による抗菌剤の内服治療は有効か？
CQ10: 在宅療養中の患者に、口腔ケアは有効か？
CQ11: 在宅療養中の患者に、肺炎球菌ワクチン、インフルエンザワクチンは有効か？
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CQ12: 尿路感染患者に、訪問診療による治療は入院治療に比較して有効か？
CQ13: 尿路感染患者に、訪問診療による抗菌剤の内服治療は有効か？
CQ14: 急性期疾患（感染症除く、骨折・外傷は含む）に、在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ、
通所リハビリ、通所介護、多職種介入は有効か？
CQ15: 摂食嚥下障害患者に、在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビリ、通所介護、
多職種介入は有効か？
CQ16: 摂食嚥下障害患者に、経管（経腸）栄養、経静脈栄養、嚥下調整食の使用は有効か？
CQ17: 下部尿路機能障害（尿失禁、尿閉）・便失禁患者に、在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リハビ
リ、通所リハビリ、通所介護、多職種介入は有効か？
CQ18: 下部尿路機能障害（尿失禁、尿閉）に、排泄誘導、尿道留置カテーテルならびに間欠導尿は有効
か？
CQ19: 臓器不全患者（心不全、呼吸不全、肝不全、腎不全）に、在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リ
ハビリ、通所リハビリ、通所介護、多職種介入は有効か？
CQ20: 腎不全患者に、在宅腹膜透析ならびに在宅血液透析は有効か？
CQ21: 在宅呼吸不全患者に、在宅酸素の使用は有効か？
CQ22: 担癌患者に、在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビリ、通所介護、多職種介
入は有効か？
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CQ23: 担癌患者に、在宅化学療法、疼痛管理は有効か？
CQ24: 在宅緩和ケアは在宅療養患者に有効か？
CQ25: 在宅での看取りは有効か？
CQ26: アドバンスケアプランニング/アドバンスディレクティブは在宅療養の継続性、在
宅看取りに有効か？
CQ27: 在宅医療において、経口補水または皮下輸液は脱水症、熱中症の予防ならび
に治療に有効か？
CQ28: 在宅医療、訪問診療、訪問看護サービス、訪問リハビリ、通所リハビリ、通所介
護、多職種介入は褥瘡予防、褥瘡治療に有効か？
CQ29: 在宅療養中の患者に、栄養療法は推奨できるか？
CQ30: 在宅療養中の患者に、CGAは推奨できるか？
CQ31: 介護者に在宅医療、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハ、通所介護、
多職種介入、レスパイトケアは有効か？
CQ32: 在宅医療は入院医療、施設入所より医療費、費用負担削減に有効か？
CQ33: 地域包括ケアは在宅療養中の患者や介護者に有効か？
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実施スケジュール（案）

【H28年】
５月１３日 在宅医療ガイドライン小委員会 →統括委員会
６月９日 日本老年医学会開催中に 在宅医療ガイドライン委員会でＣＱ、キーワードの確認、ガイド
ライン作成グループの構築に関する話題
６月２９日合同委員会を開催 （５月１３日に統括委員会の決定を受けて、日程調整を実施）診療ガイ
ドライン作成組織の構築
９月１５日、２８日 ガイドライン作成チーム、システマティックレビューチーム打ち合わせ。ＫＷ追加依
頼（９月３０日まで）
１０～１２月 検索ならびに一次スクリーニング
１２月～Ｈ２９、１月 文献収集

【H２９年】
１月～４月 二次スクリーニングと構造化抄録
５月～11月推奨作成・診療ガイドライン草案作成

【H30年】
1月～2月 外部評価・パブリックコメント募集（日本老年医学会。在宅医学会でもコメント募集）
4月 公開
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作成中の検索ウェブサイト
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課題
現在のCQは在宅療養中の、なんらかの疾患を有する患者に対する訪問系医療・介
護サービスの有効性に関するエビデンスを収集するものであり、病院から在宅への
移行期、在宅からの病院への移行期、安定した療養期から在宅看取りへの(病態の）
移行期ケアを考慮したものとはなっていない。

（ただし「在宅医療診療ガイドライン」のアウトカム設定により、これらのエビデンスの一
部が確認できる可能性はある。）

病院→在宅：在宅移行に関する阻害要因への介入効果など
在宅→病院：避けうるべき緊急入院・再入院の抑制効果など
在宅安定期→看取り期：在宅療養患者の在宅看取りの介入効果など

これらの移行期ケア(Care of Transition, Transitional Care)を重視したエビデ
ンス集積が必要
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